
 
                                             

 

   

 

１ 全国の移動状況 

都道府県間移動者数は２年連続の減少 

 

● 平成25年における日本人の市区町村間移動者

数は501万5571人となり，10年連続の減少 

● 都道府県間移動者数は230万1895人となり，

２年連続の減少 

● 都道府県内移動者数は271万3676人となり，

平成15年以来10年ぶりの増加 

（「結果の概要」１ぺージ） 

 

 

東京都の転入超過数は２年連続の大幅な増加，千葉県は３年ぶりの転入超過。滋賀県は昭和 42 

年以来 46 年ぶりの転出超過 

 

● 平成25年における都道府県別の転入・転出超過数をみると，転入超過となっているのは９都府県。千葉

県は前年の転出超過から転じる。平成22年以来３年ぶりの転入超過 

● 愛知県及び大阪府は３年連続，宮城県は２年連続の転入超過。宮城県で転入超過が２年連続となるのは

昭和60年から平成11年まで15年連続して以来 

● 東京都の転入超過数は，前年に比べ1万3675人の大幅な増加。２年連続の大幅な増加 

● 前年の転入超過から転じて転出超過となったのは，滋賀県，香川県及び岡山県。滋賀県は昭和42年以来

46年ぶりの転出超過                        （「結果の概要」５ページ） 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年１月30日 
住民基本台帳人口移動報告 

平成25年結果 

（要約） 

 図１ 移動者数の推移（昭和29年～平成25年）  
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図２ 都道府県別転入・転出超過数（平成24年,平成25年） 
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表１ 転入・転出超過数上位20市町村（平成25年） 

（人） （人）

平成25年 平成24年
対前年
増減数

平成25年 平成24年
対前年
増減数

1 1)(    東京都特別区部（ 東 京 都 ） 61,281 49,655 11,626 1 10)(   横  須  賀  市（ 神奈川県 ） -1,772 -1,173 -599
2 4)(    札    幌    市（ 北 海 道 ） 10,088 9,108 980 2 9)(    日    立    市（ 茨 城 県 ） -1,485 -1,174 -311
3 5)(    大    阪    市（ 大 阪 府 ） 8,729 7,742 987 3 12)(   呉          市（ 広 島 県 ） -1,373 -1,041 -332
4 3)(    福    岡    市（ 福 岡 県 ） 8,186 9,221 -1,035 4 22)(   豊    田    市（ 愛 知 県 ） -1,261 -791 -470
5 7)(    川    崎    市（ 神奈川県 ） 6,929 4,062 2,867 5 8)(    長    崎    市（ 長 崎 県 ） -1,244 -1,185 -59

6 6)(    さ い た ま 市（ 埼 玉 県 ） 6,572 4,704 1,868 6 7)(    沼    津    市（ 静 岡 県 ） -1,239 -1,439 200
7 9)(    横    浜    市（ 神奈川県 ） 5,359 3,235 2,124 7 482)(  寝  屋  川  市（ 大 阪 府 ） -1,192 -133 -1,059
8 8)(    名  古  屋  市（ 愛 知 県 ） 5,229 3,998 1,231 8 34)(   枚    方    市（ 大 阪 府 ） -1,166 -637 -529
9 2)(    仙    台    市（ 宮 城 県 ） 4,772 9,284 -4,512 9 13)(   釧    路    市（ 北 海 道 ） -1,150 -1,033 -117
10 10)(   吹    田    市（ 大 阪 府 ） 2,708 2,369 339 10 32)(   函    館    市（ 北 海 道 ） -1,123 -642 -481

11 25)(   船    橋    市（ 千 葉 県 ） 2,467 1,138 1,329 11 17)(   下    関    市（ 山 口 県 ） -1,107 -924 -183
12 1647)( 多    摩    市（ 東 京 都 ） 2,125 -452 2,577 12 47)(   北  九  州  市（ 福 岡 県 ） -1,080 -559 -521
13 18)(   豊    中    市（ 大 阪 府 ） 1,969 1,435 534 13 14)(   青    森    市（ 青 森 県 ） -1,023 -1,021 -2
14 11)(   藤    沢    市（ 神奈川県 ） 1,511 2,061 -550 14 21)(   小    樽    市（ 北 海 道 ） -921 -792 -129
15 46)(   武  蔵  野  市（ 東 京 都 ） 1,484 809 675 15 33)(   尼    崎    市（ 兵 庫 県 ） -910 -640 -270

16 49)(   名    取    市（ 宮 城 県 ） 1,469 796 673 16 18)(   大    東    市（ 大 阪 府 ） -896 -921 25
17 1675)( 柏          市（ 千 葉 県 ） 1,461 -574 2,035 17 27)(   室    蘭    市（ 北 海 道 ） -888 -666 -222
18 54)(   流    山    市（ 千 葉 県 ） 1,392 721 671 18 19)(   鳥    取    市（ 鳥 取 県 ） -881 -862 -19
19 12)(   川    越    市（ 埼 玉 県 ） 1,386 1,825 -439 19 58)(   富  田  林  市（ 大 阪 府 ） -879 -514 -365
20 48)(   神    戸    市（ 兵 庫 県 ） 1,339 804 535 20 59)(   市    原    市（ 千 葉 県 ） -862 -513 -349

注１）（　）内は平成24年の順位。
注２）東京都特別区部は１市として扱う。
注３）転入・転出超過数の「－」は転出超過を表す。

転入超過数の上位20市町村 転出超過数の上位20市町村

 

 

東京圏の転入超過数は２万9315人の増加。名古屋圏，大阪圏は共に３年ぶりの転出超過 

 

● 平成25年における3大都市圏（東京圏，名

古屋圏及び大阪圏）の転入・転出超過数を

みると，３大都市圏全体では８万9786人

の転入超過。前年に比べ２万33人の増加 

● 東京圏は９万6524人の転入超過。前年に

比べ２万9315人の増加。18年連続の転

入超過 

● 名古屋圏は147人の転出超過。前年の転入

超過（1567人）から転じる 

● 大阪圏は6591人の転出超過。前年の転入

超過（977人）から転じる 

（「結果の概要」６～12ページ） 

 

 

全国の市町村のうち７割以上が転出超過 

 

● 平成25年における全国1719市町村 注1)のうち，転入超過 注2)は東京都特別区部（６万1281人），北海

道札幌市（１万88人），大阪府大阪市（8729人）など409市町村。全市町村の23.8％ 

● 転出超過は神奈川県横須賀市（1772人），茨城県日立市（1485人），広島県呉市（1373人）など1310

市町村。全市町村の76.2％                  （「結果の概要」13～14ページ） 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図３ ３大都市圏の転入・転出超過数の推移 

 （昭和29年～平成25年） 

 

注１） 東京都特別区部は１市として扱う。また，平成25年12月31日現在，住民基本台帳ネットワークシステムに接続していない福

島県矢祭町については，転出者数及び転入超過数においては除く。 

注２） 転入超過数０の市町村については転入超過に含める。 
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２ 岩手県，宮城県及び福島県の移動状況 

福島県は5200人の転出超過，震災発生前の平成22年と同水準 

 

● 平成25年における岩手県，宮城県及び福島県の転出超過数の合計は2975人となり，前年に比べ7184

人の減少 

● 岩手県は2431人の転出超過。前年に比べ46人の増加 

● 宮城県は4656人の転入超過。前年に比べ1413人の減少。２年連続の転入超過 

● 福島県は5200人の転出超過。前年に比べ8643人の減少となり，震災発生前の平成22年と同水準 

                        （「結果の概要」15～18ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 岩手県，宮城県及び福島県の転入者数，転出者数及び転入・転出超過数 

（平成22年～平成25年）  

（人）

総数 -2,975 -10,159 -41,226 -10,546 95,623 95,835 88,159 90,862 98,598 105,994 129,385 101,408

男 1,354 -1,855 -17,394 -4,023 56,592 56,903 50,813 51,891 55,238 58,758 68,207 55,914

女 -4,329 -8,304 -23,832 -6,523 39,031 38,932 37,346 38,971 43,360 47,236 61,178 45,494

総数 -2,431 -2,385 -3,443 -4,238 18,529 19,306 18,756 17,893 20,960 21,691 22,199 22,131

男 -660 -691 -1,376 -1,680 10,675 11,201 10,541 10,188 11,335 11,892 11,917 11,868

女 -1,771 -1,694 -2,067 -2,558 7,854 8,105 8,215 7,705 9,625 9,799 10,282 10,263

総数 4,656 6,069 -6,402 -556 51,326 53,183 47,662 47,358 46,670 47,114 54,064 47,914

男 3,295 4,550 -2,220 -94 30,207 31,501 27,493 27,045 26,912 26,951 29,713 27,139

女 1,361 1,519 -4,182 -462 21,119 21,682 20,169 20,313 19,758 20,163 24,351 20,775

総数 -5,200 -13,843 -31,381 -5,752 25,768 23,346 21,741 25,611 30,968 37,189 53,122 31,363

男 -1,281 -5,714 -13,798 -2,249 15,710 14,201 12,779 14,658 16,991 19,915 26,577 16,907

女 -3,919 -8,129 -17,583 -3,503 10,058 9,145 8,962 10,953 13,977 17,274 26,545 14,456

平成24年 平成24年 平成24年平成23年

福
島
県

平成22年

宮
城
県

平成22年平成25年 平成23年

計

岩
手
県

区　　　分

転 入 超 過 数
（－は転出超過）

転　入　者　数 転　出　者　数

平成25年 平成23年 平成22年 平成25年

 

図４ 岩手県，宮城県及び福島県の転入・転出超過数の推移（昭和29年～平成25年）  
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本報告における移動者数は，住民基本台帳法の規定により市町村に届出等のあった転入者に係る情報を集計し 

たものです。 

したがって，東日本大震災の影響を受けて被災地から避難した人に係る移動については，避難先の市町村に転

入の届出があった人についてのみ，移動者として集計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先：総務省統計局国勢統計課人口移動調査係（TEL：03-5273-1157） 

詳細は統計局ホームページ住民基本台帳人口移動報告 

（http://www.stat.go.jp/data/idou/index.htm）のページでも御覧になれます。 

 

 

 

 住民基本台帳人口移動報告 検索 

http://www.stat.go.jp/data/idou/index.htm

